
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こめ 

 

※23 令和５年４月 1 日に創設されたこども家庭庁は、結婚、出産又は育児に希望を持つこ

とができる社会環境の整備等少子化の克服に向けた基本的な政策に関する事項の企画

及び立案並びに総合調整に関する事務をつかさどることとされている（こども家庭庁

設置法（令和４年法律第 75号）第４条第２項第２号 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇こども基本法施行（令和５年４月１日） 



□こども基本法における「こども施策」の定義 

 ・「こども基本法」は、議員立法により令和４年６月に成立・公布され、令和５年４月１

日に施行 

 ・同法第 11条において、こども施策を策定、実施、評価するにあたっては施策の対象と

なるこどもや子育て当事者の意見を幅広く聴取して反映させるために必要な措置を講

ずることを国や地方自治体に対して義務付けている。 

 ・「こども施策」とは以下のとおり定義づけられており、子ども・子育て支援事業計画の

策定においても対象になると考えられる。 

 

 こども基本法 

  （定義） 

第二条 この法律において「こども」とは、心身の発達の過程にある者をいう。 

２ この法律において「こども施策」とは、次に掲げる施策その他のこどもに関する施策及

びこれと一体的に構ずべき施策をいう。 

一 新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまでの心身の発

達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援 

二 子育てに伴う喜びを実感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、妊娠、出産、育

児等の各段階に応じて行われる支援 

三 家庭における養育環境その他のこどもの養育環境の整備 

 

（こども施策に対するこども等の意見の反映） 

第十一条 国及び地方公共団体は、こども施策を策定し、実施し、及び評価するに当たって

は、当該こども施策の対象となるこども又はこどもを養育する者その他の関係者の意見

を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

 

「子供の貧困対策に関する大綱」 
        ●重点施策 ➀教育の支援 ②生活の安定に資するための支援 

                ③保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労支援 

                ④経済的支援 

 

こども大綱 

       「少子化社会対策大綱」 
         ●主な施策  ➀結婚支援 ②妊娠・出産への支援 ③仕事と子育ての両立 

                ④地域・社会による子育て支援 ⑤経済的支援 

 

       「子供・若者育成支援推進大綱」 
         ●基本的な方針・施策 ➀全ての子供・若者の健やかな育成 

                    ②困難を有する子供・若者やその家族の支援 

                    ③創造的な未来を切り拓く子供・若者の応援 

                    ④子供・若者の成長のための社会環境の整備 

                    ⑤子供・若者の成長を支える担い手の養成・支援 

（令和 5 年秋頃公表） 



□「こども政策推進会議」と「こども家庭審議会」の関係 

 

〇こども基本法第 17条では、こども家庭庁に「こども政策推進会議」を置くこ

とが明記されています。また、より専門的・実務的な観点から調査審議等をする

役割の会議として、こども家庭庁設置法第６条で「こども家庭審議会」を置くこ

ととされています。 

〇各会議は、以下のように位置づけられています。 

 こども政策推進会議 こども家庭審議会 

根拠法 こども基本法第 17条 こども家庭庁設置法第６条 

役 割 内閣総理大臣を会長とし、こども政策

を担当する内閣府特命担当大臣のほ

か、関係閣僚を構成員とする会議であ

り、こども大綱の案を作成するほか、

こども施策に関する重要事項につい

ての審議及びこども施策の実施の推

進等の事務をつかさどることとされ

ている。 

審議会として、こども施策に係る有識

者や支援実践者、当事者などを主たる

構成員とすることを想定しており、内

閣総理大臣等の諮問に応じて、又は自

ら専門的見地から、こどもが自立した

個人としてひとしく健やかに成長す

ることのできる社会の実現に向けた

基本的な政策に関する重要事項の調

査審議や内閣総理大臣・関係各大臣等

に対する意見具申などを行うことと

されている。 

 

  



□こども未来戦略方針（2023.6.13閣議決定） 

 〇こども・子育て政策の基本的考え方 

  少子化は日本が直面する最大の危機。2030 年代に入るまでが状況を反転で

きる重要な分岐点であることを認識 

 〇こども・子育て政策の強化 

 （１）課題 

   ・若い世代が結婚やこどもを生み育てることへの希望をもちながらも、所

得や雇用への不安などから将来展望を描けない。 

   ・子育てしづらい社会環境や子育てと両立しにくい職場環境がある。 

   ・子育ての経済的・精神的負担感や子育て世帯の不公平感が存在する。 

 （２）３つの基本理念 

   ・若い世帯の所得を増やす。 

   ・社会全体の構造・意識を変える。育児負担が女性に集中している実態を

変える。 

   ・すべてのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する。 

 〇加速化プラン 

   ・今後３年間の集中取り組み期間で、できる限り前倒しして実施する。 

 （１）具体的な施策 

   ・児童手当の拡充（所得制限の撤廃、高校生迄の拡充、第３子以降３万円

支給） 

   ・出産等経済的負担軽減（出産・子育て応援交付金（10万円）、出産一時

金（42万円→50万円）、出産費用の保険適用） 

   ・高等教育費の負担軽減（授業料減免、奨学金） 

   ・年収の壁への対応（短時間労働者への被用者保険の適用拡大、最低賃金

の引き上げ） 

   ・子育て世帯に対する住宅支援強化 

   ・妊娠期からの切れ目ない支援の拡充（伴走型相談支援、産後ケア事業） 

   ・幼児教育・保育の質の向上（職員の配置基準の見直し） 

   ・こども誰でも通園制度の創設 

   ・放課後児童クラブの充実 

   ・多様な支援ニーズへの対応（社会的擁護、障害児・医療的ケア児の支援

基盤の充実、こどもの貧困対策、ヤングケアラー、ひとり親家庭の自立

支援、 

   ・共働き・共育ての推進 

   ・こども・子育てにやさしい社会づくりのための意識改革 

    


